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論文内容の要旨
1 本稿の課題
温暖化問題は人類社会の深刻な発展ボトルネックになってきたため、気候変動が全世界的に注目
され、温室効果ガスの排出削減が重要な政策課題となっている。現在、中国は既に最大な二酸化炭
素排出国であるため、エネルギー資源を保全し、環境を保護して温暖化を食い止める課題の一翼を
担う立場に立っている。実際、中国の場合、 CO 2 排出の急増は、主として石炭の大量消費に由来
するのである。持続可能な経済発展を実現させるために、エネルギー消費、特に石炭消費による
CO 2 排出を抑えなければならな L 、。しかし、そうするためにはまず、なぜ中国における石炭依存
度が高く、石炭が大量に消費されているのかを、経済学的に問うべきである。
そのため、本稿は石炭消費構造の問題点と存続の原因を明らかにすることを課題とする O また、
こうした分析は、移行経済の視点から市場経済の進み方を検討することにもなるため、石炭消費構
造の分析を通して、石炭市場における市場化のあり方を検討することも本論文の課題とする。
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2 各章の概要
( 1 )第 1 章既存研究の検討と研究視角
本稿の課題について論じるためには、中国における市場経済の独自なシステムのあり方を明らか
にする必要がある。また、市場経済化の過程でどのような原因によって石炭消費が促されてきたか
を明確にすべきである。そのため、第 1 章では、既存研究の到達点と限界について検討する。
第 1 章において、本稿の課題に関わる、中国の経済成長方式、エネルギー経済、石炭産業の代表
的な既存研究を検討した。それらの研究は、全体としてみると、石炭の大量消費と供給の構造を、
市場経済化のあり方との関係で分析することの必要性が見えてくる。同時に、その課題がまだ十分
に果たされていないことも明らかである。
( 2 )第 2 章 中国の石炭消費構造
経済成長に伴ってエネルギー消費が増えることは、ある程度までは自然なことである。しかし、
序章および第 1 章で述べたように、現代中国の場合、石炭の消費が、漸進的な市場経済化に伴う、
ある種の不十分さや査みによって増幅されている可能性がある。石炭を大量に消費する構造の特徴
と問題点を、市場経済化の特徴と結び付けて明らかにしなければならな L 、。これが本章の課題であ
る。具体的な分析は以下のように行う。
まず、中国のエネルギー消費における石炭依存度の高さを確認し、石炭消費の分析によってエネ
ルギー消費の分析を代表させられることを確認する。続いて、マクロ的な見地からエネルギー消費
の総量、 1 人当たり消費量、経済成長の関係を考察し、 GDP 単位当たり原単位でエネルギー効率
を測ることの意義と限度を明らかにする。その後、石炭消費の要因分解に移る。
分析の結果、石炭の大量消費は、単に工業化と都市化によってもたらされたものではないとわかっ
た。それは、石炭市場改革の遅れ、規制緩和に伴う粗野の市場化などの独自な歪みに促されていた
のである。
改革開放の過程で原料価格の自由化が後回しにされ、価格抑圧が長く続けられたことから、石炭
の超過需要が発生した。これに対して、赤字経営の固有炭鉱は十分に供給できず、不足分は郷鎮炭
鉱の参入によって満たされることになった。
各消費産業では、郷鎮企業・私営企業の参入自由化と地方政府の産業振興策があいまって、中小
企業が大量に生まれた。その一方、環境対策と資源保全などの規制が遅れたため、これらの企業は
資源浪費や環境破壊などのコストを内部化せずに、生産を拡大していた。こうして、石炭消費産業
の規模が肥大化していた。同時に、エネルギー効率の改善も遅れたため、石炭の過剰消費がますま
す進んでいた。
しかし、「十一五期間」に入ってから、この事情は緩和されるようになってきた。それは、石炭
価格の完全自由化、小型設備の淘汰、参入規制、環境政策などの実施に伴い、前述の独自な漸進的、
地方分散型的な市場化における歪みは改善されつつあるからである。すなわち、市場経済化の独自
な歪みによって促進された石炭消費構造は、市場需要に則った大量消費まで変わってきている。
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( 3 )第 3 章石炭企業の改革と企業行動
第 3 章では、石炭供給システムのあり方を検討する。石炭の大量消費は、需要側の問題だけでな
く、石炭供給側の問題も含んでいるO 供給側が需要に応じられなければ大量消費は実現しないから
である。実際、石炭大量供給の確保は、市場化改革と石炭産業における企業改革に関わっている。
そのため、第 3 章はまず、企業統治改革の歩みを通じて国有石炭企業の改革とそれによる石炭供給
の特徴を分析する O その後、石炭の大量生産と供給に最も重要な安全問題の視点から、石炭供給シ
ステムのあり方と問題点を明らかにする。そして、石炭大量供給システムは市場経済化の進展によっ
てどのように変わっているかを検討する。
分析を通じて、 1980年代から 2000年代前半まで、独自な石炭供給システムの歪みは、独特な前方
連関効果を生み出し、そして石炭の大量消費を促したと結論できる O それは、下記の市場改革の遅
れと企業行動の歪みによるものであった。
石炭価格の抑圧の下、固有石炭企業において、政府主導の石炭増産が続いた。国有企業は、保安
管理水準を改善する余裕もなく増産を強要され、安価な石炭を供給していたが、その供給能力は伸
び悩んだ。これをさしあたり解決したのは、大量の郷鎮炭鉱による市場参入であった。多くの郷鎮
炭鉱は、資源浪費、環境破壊、安全問題などの社会的コストを内部化せずに低コストで石炭増産に
傾倒していた。こうして石炭の超過需要が満たされ、石炭過剰消費が実現した。
2000年代に入って、こうした石炭供給システムの問題は改善されるようになってきた。それは、
石炭市場改革、企業統治構造改革、保安強化などによって促進されてきた。企業統治構造改革と選
択的上場による新しい資金調達システムの確立により、固有石炭企業は、財政的に自立できるよう
になってきた。そして、法人化を通して経営への行政的介入を排した意思決定が可能となり、自ら
保安改善や生産拡大への投資を行うようになってきた。それと同時に、資源保全、環境保護、保安
強化の規制により、多くの小型炭鉱は閉鎖され、郷鎮炭鉱の保安水準も改善されている。そして、
これまで続いた粗野の増産という企業行動の歪みも改善されている。
要するに、中国の石炭供給システムは、社会的費用を内部化しないしくみで補っていた状態から、
需要に応じ、社会的費用も内部化して供給できる状態まで変わりつつある。
( 4 )第 4 章温暖化対策と石炭供給
中国政府は1980年代初頭から「十五期間」まで、省エネ・環境保護を重視してきたが、その政策
の実効性が確保されなかった。むしろ石炭大量消費構造の形成によって骨抜きにされてしまった。
その後、 1990年代後半に実行した零細炭鉱の整理整頓、環境保護、鉄鋼生産の総量規制などの政策
は中央政府の指令による強制実施の色彩が強かった。そのような対策はある程度生産量を抑えたが、
重工業の肥大化問題の根本の解決まで立ち入れていなかった。
2005年以降に、政策の転換も含めて、こういった問題は、ようやく本質的な改善に向かうように
なってきた。しかし、社会的費用の内部化、所有と経営の分離などによって、粗野な市場経済化が
是正され、エネルギー効率が改善されたとしても、問題は消滅するのではなく、新たな形で深刻化
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することであった。すなわち、各消費産業の石炭消費原単位が改善されても、その効果を相殺する
以上に生産が拡大すれば、石炭消費総量は増大し続け、 CO 2 排出もまた増加し続けてしまうとい
うことである。
3 本稿の結論
中国における重工業の肥大化と非効率が生じてしまう現象は、自然な市場経済の過程で生まれた
のではない。それは、中国における独自の歴史的背景と、市場経済化の過程における独自の歪みに
よって促されていたのである。
中国は多くの途上国と異なり、工業歴史の相対的に長い途上国である O 民国時代・計画時代を通
して形成された分散型の産業組織は、改革開放以降にも地方政府の産業振興策の下で維持され、中
小企業が小型設備を持って起業する基盤になった。一方、計画時代や改革・開放政策の初期におい
ては超過需要に対して非効率的な大型国有企業が十分に満たせないという状態が起こっていた。そ
の結果、超過需要の解決策として、中小企業による新規参入が進められてきた。
そこで、問題の所在が、主に多くの非効率な企業による市場参入であった。多数の中小企業は資
源保全、環境保護などの社会的コストを内部化せずに増産を続いた。それに対して、中央政府は省
エネ・環境保護を唱え続いたが、それらの政策の実効性は弱かった。それは、インセンティブ・メ
カニズムによる適切な指令と経済的誘導がなかったからである。その結果、環境対策は遅れていた
ものの、中小企業による粗放的な増産は、地方政府の産業振興策と結びついていた。そして、小企
業が林立すると共に、環境破壊、資源浪費などの問題は深刻化していた。
それを是正するため、「十一五期間」に入ってから、市場改革と企業改革の歩調を合わせながら、
経済発展方式の根本的な転換をめざす温暖化対策が検討され始めた。中国政府は2009年11月 26 日に
2020年までの二酸化炭素排出削減目標を公表したが、その背景には低炭経済への転換を目指すシナ
リオが設定されていた。低炭シナリオを実現すれば、中国における国際的責任の遂行に大きく貢献
することになるだろう。しかし、その実現は容易ではな L 、。新たな石炭利用技術の開発、原子力、
風力、水力などの代替的資源による供給を急速に拡大しなければならない上に、省エネ技術の研究
開発と普及、さらに組鋼生産の抑制も必要である。今後、中国の実情に基づき、より具体的な対策
と実施方法が求められる。国際社会との連携をさらに深めることも必要である。
要するに、中国は、歴史的背景と漸進的な市場化過程での独自な歪みに起因するエネルギ一過剰
消費の構造を持った経済から、徐々に環境に優しい経済社会の構築へと方向転換しつつある。問題
は、市場経済化の過程での独自の構造によってもたらされるエネルギー消費から、中国経済の規模
の大きさそれ自体によってもたらされるエネルギー消費にかわりつつあり、経済発展方式のさらな
る転換が課題となっている。
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論文審査結果の要旨
本稿は、温暖化防止という課題の重要性を念頭に置きながら、中国における石炭消費構造の問題
点と、それが存続してきた原因、その変化について解明を試みたものである O 第 1 章では先行研究
の検討を行い、石炭の大量消費を市場経済化のあり方と結び付けて解明することの必要性を明確に
するとともに、先行研究の意義と限度を指摘している O 第 2 章では、中国の石炭大量消費の構造に
ついて要因分析を行い、エネルギーの石炭依存度、工業に偏した産業構造、火力発電・鉄鋼・セメ
ントという代表的消費産業における超過需要の発生と非効率的設備の乱立が生じたことを、歴史的
背景と、石炭価格改革の遅れなど中国の市場経済化のあり方とかかわらせて明らかにしている。第
3 章では、超過需要を実現させる供給側の要因のうち、先行研究によって解明されていない部分と
して、固有企業の改革と安全問題の二つを取り上げている。まず、固有石炭企業について、上場と
企業統治構造の改革によって経営を自立させ、生産と投資を拡大させることができるようになった
と評価している O 続いて安全問題について、主として郷鎮炭鉱での事故・死亡事故が深刻であった
ことを実証的に確認しつつ、固有企業改革と郷鎮炭鉱の規制が一定の効果を上げつつあると述べて
いる O 第 4 章では、中国の省エネルギー・環境保護政策の歩みを、改革・開放政策の開始から「十
一五」期間における省エネルギ一政策の強化、近年における CO 2 排出削減政策の具体化に至るま
で明らかにしている。その上で、低炭経済を実現するために国家発展改革委員会能源研究所から提
示されているシナリオは、実行可能性に問題を抱えていると指摘している。結論として、著者は、
中国は、歴史的背景と漸進的な市場経済過程での独自な歪みに起因するエネルギ一過剰消費の構造
をもった経済から、徐々に環境に優しい経済社会へと方向転換しつつあること、同時に、独自の構
造によってもたらされるエネルギー消費から、中国経済の規模の大きさ自体によってもたらされる
エネルギー消費に問題が移りつつあること、経済発展方式のさらなる転換が求められていることを
指摘している。
本稿は、ともすれば規範的な議論になりがちである省エネルギー・温暖化防止問題を、客観的に
石炭消費構造を把握する見地からの議論に置きなおし、中国経済の独自の構造と結び付けて分析し
たところに意義があるO 中国における省エネルギー・温暖化防止策の進展を指摘しつつ、それにも
かかわらずエネルギー消費が増大する理由を中国経済の規模自体に求める立体的な議論が、一定の
整合性を持って示されている。中国の一次エネルギー源が石炭に偏る理由の論証が弱いことや、需
要側に比して供給側の分析が総合性を欠くことなどの弱点はあるが、本稿の貢献を損なうほどのも
のではな L 、。
以上の理由により、本審査会は、本論文が博士(経済学)の学位を授与するに値するものと判断
する。
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